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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】接合工程を経ても筐体の軟化やクリープによる
変形が発生しにくく、十分な強度と伝熱性能を持たせる
ことができるベーパチャンバーの製造方法を提供する。
また、接合工程を経ても筐体において結晶粒の過度の粗
大化が生じないようにする。
【解決手段】複数の部品によりベーパチャンバーを組み
立てた後、６５０℃以上に加熱するプロセスを経て前記
部品同士を接合し、ベーパチャンバーを製造する方法に
おいて、前記のうちベーパチャンバーの筐体を構成する
部品２，３が析出硬化型銅合金からなり、接合後のベー
パチャンバーの筐体に塑性加工を加えることなく、前記
析出硬化型銅合金を時効処理して析出硬化させる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
複数の部品によりベーパチャンバーを組み立てた後、６５０℃以上に加熱するプロセスを
経て前記部品同士を接合し、ベーパチャンバーを製造する方法において、前記部品のうち
ベーパチャンバーの筐体を構成する部品が析出硬化型銅合金からなり、接合後のベーパチ
ャンバーの筐体に塑性加工を加えることなく、前記析出硬化型銅合金を時効処理して析出
硬化させることを特徴とするベーパチャンバーの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の部品を接合してベーパチャンバー（平板状ヒートパイプ）を製造する
方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　デスク型ＰＣ、ノート型ＰＣ、タブレット端末、スマートフォンに代表される携帯電話
等に搭載されるＣＰＵの動作速度の高速化や高密度化が急速に進展し、これらのＣＰＵか
らの単位面積当たりの発熱量が一段と増大している。ＣＰＵの温度が一定以上の温度に上
昇すると、誤作動、熱暴走などの原因となるため、ＣＰＵ等の半導体装置からの効果的な
放熱は切実な問題となっている。
　半導体装置の熱を吸収し、大気中に放散させる放熱部品としてヒートシンクが使われて
いる。ヒートシンクには高熱伝導性が求められることから、素材として熱伝導率の大きい
銅、アルミニウムなどが用いられる。デスク型ＰＣにおいては、ＣＰＵの熱をヒートシン
クに設置した放熱フィンなどに伝え、デスク型ＰＣ筐体内に設置した小型ファンで抜熱す
る方法が用いられている。
【０００３】
　しかし、ファンを設置するスペースのないノート型ＰＣ、タブレット端末等においては
、限られた面積でより高い熱輸送能力を持つ放熱部品として、ベーパチャンバー（平板状
ヒートパイプ）が用いられるようになってきた。ヒートパイプは、内部に封入した冷媒の
蒸発（ＣＰＵからの吸熱）と凝縮（吸収した熱の放出）が循環的に行われることにより、
ヒートシンクに比べて高い放熱特性を発揮する。また、ヒートパイプをヒートシンクやフ
ァンといった放熱部品と組合せることにより、半導体装置の発熱問題を解決することが提
案されている。
【０００４】
　ベーパチャンバーは、管状ヒートパイプの放熱性能を更に向上させたものである（特許
文献１～４参照）。ベーパチャンバーとして、冷媒の凝縮と蒸発を効率的に行うために、
管状ヒートパイプと同様に、内面に粗面化加工、溝加工、粉末焼結による微細孔を形成し
たもの等が提案されている。
　また、ベーパチャンバーとして、外部部材（筐体）と、外部部材の内部に収容固定され
る内部部材とより構成されたものが提案されている。内部部材は、冷媒の凝縮、蒸発、輸
送を促進するために、外部部材の内部に一又は複数配置されるもので、種々の形状のフィ
ン、突起、穴、スリット等が加工されている。この形式のベーパチャンバーは、内部部材
を外部部材の内部に配置した後、ろう付け、拡散接合等の方法により外部部材同士及び外
部部材と内部部材を接合一体化することにより製造される。ベーパチャンバーは、内部に
冷媒を入れた後、ろう付け等の方法により封止される。
【０００５】
　ベーパチャンパーの製造方法について、矩形の上板部材と下板部材の片面に複数の溝、
凹凸等のパターンを形成し、前記パターン形成面を内側にして上板部材と下板部材を接合
し、ベーパチャンバーを製造する場合を例に、図１を参照して具体的に説明する。前記上
板部材と下板部材はベーパチャンバーの筐体を構成する部品であり、このベーパチャンバ
ーには内部部材が含まれない。
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（１）ベーパチャンバーの筐体の素材として、一般に、無酸素銅、りん脱酸銅などの純銅
系の条材が用いられている。純銅系条材より切出した矩形の板材（上板部材と下板部材）
の片面に複数の溝、凹凸等のパターンを形成する。図１Ａに、パターン１（斜線部分）が
形成された上板部材２（又は下板部材３）を示す。
【０００６】
（２）パターン１を形成する手段として、エッチング加工又は金型を用いたプレス加工が
利用される。エッチング加工の場合、上板部材２又は／及び下板部材３の片面のエッチン
グ予定部分のみ露出させ、塩化第２鉄溶液を含むエッチング液で前記エッチング予定部分
の銅を溶解させ、所定のパターンを形成する。プレス加工の場合、上板部材２又は／及び
下板部材３の片面に金型の表面性状を転写し、所定形状のパターンを形成する。
【０００７】
（３）上板部材２又は／及び下板部材３のパターン形成面を内側にして、上板部材２と下
板部材３を重ね合わせ（図１Ｂ）、その状態で接合する。この接合は、拡散接合又はろう
付けで行われる。なお、上板部材２と下板部材３の間にノズル（細径管）４が嵌め込まれ
、このノズル４も接合される。
【０００８】
（４）拡散接合の場合、図１Ｃに示すように、上板部材２と下板部材３の間に数Ｎの荷重
を掛けて加圧し（白抜き矢印参照）、真空又は不活性雰囲気下で通常８００℃以上の温度
に加熱し、その温度に３０分以上保持する。このため、材料の軟化、結晶粒の粗大化、加
圧によるクリープ変形等による寸法変化が発生する。この材料の強度低下及び寸法変化を
見越して、拡散接合前の板厚（パターン１が形成された部分及びその他の部分の両方で）
を設定しておく必要がある。拡散接合では、各部材間でＣｕ原子が相互に固相拡散して、
各部材（上板部材２、下板部材３及びノズル４）が一体化する。
【０００９】
（５）ろう付けによる接合の場合、還元性雰囲気又は非酸化性雰囲気下で加熱し、銀ろう
（ＢＡｇ）、りん銅ろう（ＢＣｕＰ）などを用いてろう付けする。通常、ろう付け箇所は
、銀ろうを用いる場合は６５０℃以上、りん銅ろうを用いる場合は７５０℃以上に加熱さ
れる。ろう付け方法として、差しろう付け（手ろう付けの一種）又は置きろう付け（炉中
ろう付けの一種）が適用されているが、いずれのろう付け方法においても、ベーパチャン
バーの内部が酸化しないよう、ろう付け雰囲気を制御する必要がある。なお、手ろう付け
の場合、高温に加熱される時間は短いが、ベーパチャンバーは質量が小さく熱伝導性がよ
いため、全体がろう付け温度まで温度上昇し、軟化してしまう。炉中ろう付けの場合、雰
囲気の制御には有利であるが、ベーパチャンバーが高温に保持される時間が長くなり、材
料全体の軟化の程度は手ろう付けより大きくなる。
（６）ベーパチャンバー製造後（接合後）、真空又は減圧雰囲気において、ノズル４を通
してベーパチャンバーの内部に作動流体(水等)を入れ、ノズル４を封止する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００４－２３８６７２号公報
【特許文献２】特開２００７－３１５７４５号公報
【特許文献３】特開２０１４－１３４３４７号公報
【特許文献４】特開２０１５－１２１３５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　ベーパチャンバ－の製造（接合）において、ベーパチャンバーを構成する部品は最低で
も６５０℃以上の温度に加熱されるため、耐熱性の低い純銅系の材料からなる場合、容易
に軟化する。ベーパチャンバーの筐体を構成する部品（先の例では上板部材２と下板部材
３）が軟化すると、ベーパチャンバーを輸送し、ハンドリングし、又は半導体装置へ取り
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付けるときなどに変形しやすい。その場合、ベーパチャンバーの内部に形成したパターン
の形状や寸法が変化し、あるいはベーパチャンバーの筐体にできたくぼみ等により半導体
装置との間に隙間が発生し、所期の伝熱性能を発揮できなくなる。
【００１２】
　また、拡散接合工程において、ベーパチャンバーの筐体が接合部に掛かる加圧力により
変形する。具体的には、図２Ａ，２Ｂに示すように、上板部材２と下板部材３の接合部が
加圧力（白抜き矢印参照）によりクリープ変形し、肉厚が減少（ｔｓ→ｔｆ）する。また
、上板部材２と下板部材３は加熱により膨張して左右方向に伸びようとし、一方、接合部
は加圧力により左右方向の動きが拘束されているから、上板部材２と下板部材３の肉厚の
薄い部分が内向きにたわんでしまう。その結果、ベーパチャンバーの寸法精度も低下して
、軟化による上記問題がより深刻になる。
【００１３】
　さらに、純銅系の材料は６５０℃以上の温度に加熱されたとき結晶粒が粗大化しやすく
、板厚を貫通する（板厚より結晶粒径が大きい）ほど結晶粒の粗大化が進むこともある。
その場合、はんだ濡れ広がりが阻害されたり、ベーパチャンバーの使用時に、蒸発、凝縮
により繰返される内圧変動（筐体に応力が付加される）に伴う疲労現象により粒界割れが
生じ、その結果、リークが発生したり、粒界において耐食性が低下することが指摘されて
いる。
【００１４】
　本発明は、ベーパチャンバーを製造する際の上記問題を解決し、接合工程を経ても筐体
の軟化やクリープ変形等による寸法変化が発生しにくく、十分な強度と伝熱性能を持たせ
ることができるベーパチャンバーの製造方法を提供することを主たる目的とする。また、
接合工程を経ても筐体において結晶粒の過度の粗大化が生じないようにすることを他の目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明に係るベーパチャンバーの製造方法は、複数の部品によりベーパチャンバーを組
み立てた後、６５０℃以上に加熱するプロセスを経て前記部品同士を接合し、ベーパチャ
ンバーを製造する方法において、前記部品のうちベーパチャンバーの筐体を構成する部品
が析出硬化型銅合金からなり、接合後のベーパチャンバーの筐体に塑性加工を加えること
なく、前記析出硬化型銅合金を時効処理して析出硬化させることを特徴とする。なお、本
発明には、前記部品がベーパチャンバーの筐体を構成する部品のみからなる場合と、さら
に他の部品（前記内部部材）が含まれる場合がある。
　析出硬化型銅合金としては、それ自体公知のＣｕ－Ｎｉ－Ｓｉ系、Ｃｕ－Ｆｅ－Ｐ系、
Ｃｕ－Ｆｅ－Ｎｉ－Ｐ系、Ｃｕ－Ｃｒ系及びＣｕ－Ｃｒ－Ｚｒ系等の各銅合金が挙げられ
る。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、筐体の素材として析出硬化型銅合金を用いることにより、純銅系材料
を用いた従来のベーパチャンバーに比べ、接合工程を経ても筐体の軟化やクリープ変形等
による寸法変化が発生しにくい。また、接合工程直後は筐体の強度及び導電率が低下して
いるが、続いて時効処理（析出硬化処理）を行うことで、筐体の強度及び導電率（熱伝導
率）が回復（向上）する。このため、伝熱性能の低下を抑え、より高い強度を持つベーパ
チャンバーを製造することができ、素材のさらなる薄肉化も可能である。
　また、本発明によれば、筐体の素材として析出硬化型銅合金を用いることにより、純銅
系材料を用いた従来のベーパチャンバーに比べ、筐体の結晶粒の粗大化が抑制される。こ
のため、ベーパチャンバーの使用時の耐リーク性や耐食性が改善され、はんだ濡れ広がり
性も改善される。
【図面の簡単な説明】
【００１７】



(5) JP 2017-172871 A 2017.9.28

10

20

30

40

50

【図１】ベーパチャンバーの製造方法（接合方法）を説明するもので、パターン形成した
筐体部品（上板部材又は下板部材）の斜視図（１Ａ）、接合のため重ね合わせた上板部材
と下板部材の断面図（１Ｂ）、及びベーパチャンバーの拡散接合時の断面図（１Ｃ）であ
る。
【図２】ベーパチャンバーの拡散接合時の上板部材と下板部材の変形の様子を説明するも
ので、拡散接合の開始時の断面図（２Ａ）、及び終了時の断面図（２Ｂ）である。
【図３】代表的な析出硬化型銅合金のＦｅ、Ｓｎ含有量の範囲を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明に係るべーパチャンバーの製造方法について、より詳細に説明する。
　ベーパチャンバーの筐体に適用される好ましい析出硬化型銅合金として、それ自体公知
のＣｕ－Ｆｅ－Ｐ系、Ｃｕ－（Ｎｉ，Ｃｏ）－Ｓｉ系、Ｃｕ－（Ｎｉ，Ｃｏ）－Ｐ系、Ｃ
ｕ－Ｃｒ系及びＣｕ－Ｃｒ－Ｚｒ系の各銅合金が挙げられる。これらの析出硬化型銅合金
は、高温加熱下（ベーパチャンバーの接合工程）において軟化の程度が従来材である純銅
に比べて小さく、高温加熱後の結晶粒の粗大化も従来材である純銅に比べて抑制される。
また、これらの析出硬化型銅合金は、高温加熱後に塑性加工を加えることなく（析出サイ
トとなる塑性歪みを材料中に導入することなく）時効処理した場合でも、強度及び導電率
が回復（向上）する。ベーパチャンバーの筐体は接合工程後に塑性加工が加えられること
がないが、これらの析出硬化型銅合金を用いることにより、接合工程後に塑性加工を加え
なくても、時効処理後に高い強度（５０ＭＰａ以上）及び導電率（２５％ＩＡＣＳ以上）
を有するようになる。
【００１９】
　接合工程後（高温加熱後）の時効処理（析出硬化処理）は、例えば以下の方法で実施で
きる。時効処理の条件（析出温度範囲、保持時間）については、各合金系ごとに後述する
。
（１）接合後のベーパチャンバーが冷却した後、ベーパチャンバー全体を析出硬化型銅合
金の析出温度範囲に再加熱し、同温度範囲内に一定時間保持して析出硬化させる。この場
合、接合後のベーパチャンバーがまだ高温である間に水冷等で急冷し、あるいは接合後の
ベーパチャンバーを溶体化温度に再加熱後急冷して、析出硬化型銅合金を予め溶体化して
おくことが好ましい。
（２）接合後のベーパチャンバーを、高温からの冷却途中で析出温度範囲に一定時間保持
し、析出硬化型銅合金を析出硬化させる。ベーパチャンバーは、前記析出温度範囲内の一
定温度に保持しても、前記析出温度範囲内で冷却を続けてもよい。
（３）上記（２）の工程後、さらに上記（１）の再加熱を行い、析出硬化型銅合金を析出
硬化させる。
【００２０】
　次に、各合金系について説明する。
（Ｃｕ－Ｆｅ－Ｐ系）
（１）Ｃｕ－Ｆｅ－Ｐ系の銅合金の例として、Ｆｅ：０．０７～０．７質量％、Ｐ：０．
２質量％以下を含有する銅合金を挙げることができる。この銅合金の基本組成はＦｅ及び
Ｐ以外はＣｕ及び不可避不純物からなり、必要に応じて後述する合金元素を含む。
　この銅合金の場合、高温加熱（ベーパーチャンバーの接合工程）後に時効処理を行うこ
とで、０．２％耐力値が１００ＭＰａ以上、及び導電率が５０％ＩＡＣＳ以上（合金元素
としてＳｎを含む場合、４５％ＩＡＣＳ以上）を達成できる。また、Ｆｅ含有量を０．２
５質量％以上とすることにより、高温加熱（ベーパーチャンバーの接合工程）後の平均結
晶粒径を５０μｍ以下に抑えることができる。時効処理は、３５０～６００℃の温度範囲
で５分～１０時間保持する条件が挙げられる。
【００２１】
　この銅合金において、ＦｅはＦｅ単体として又はＦｅ－Ｐ化合物として析出し、時効処
理後の銅合金板の強度及び導電率を向上させる作用を有する。Ｆｅ－Ｐ化合物として析出
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しないＦｅがＦｅ単体として析出し、特にＦｅ含有量が０．４質量％以上のとき、Ｆｅ単
体として析出するＦｅの量が増加する。Ｆｅ含有量が０．０７質量％未満では、高温加熱
及び時効処理後の０．２％耐力が不足し、Ｆｅ含有量が０．７質量％を超えると、高温加
熱及び時効処理後の導電率が向上しない。従って、Ｆｅ含有量は０．０７～０．７質量％
とする。Ｆｅ含有量の下限は好ましくは０．１５質量％であり、上限は好ましくは０．６
５質量％である。
【００２２】
　Ｐは、脱酸作用により銅合金に含まれる酸素量を低減し、ベーパチャンバーを水素を含
む還元雰囲気で加熱したときの水素脆性を防止する作用を有する。また、固溶したＰは析
出温度に加熱することにより、Ｆｅ－Ｐ化合物を形成して銅合金の強度、耐熱性、及び導
電率を向上させる。Ｆｅ－Ｐ化合物を析出させるには、Ｐ含有量は０．００５質量％以上
必要である。しかし、Ｐの含有量が０．２質量％を超えると、鋳塊を熱間圧延するときに
割れが発生し、その後の加工ができなくなることから、Ｐ含有量の上限値は０．２質量％
とする。
　上記作用のため、Ｐの含有量はある程度必要とされるが、その一方で、Ｆｅ－Ｐ化合物
の析出に寄与しないＰの含有量は、水素脆性を防止できる範囲でなるべく少ないことが好
ましい。この点から、Ｆｅの含有量（質量％）とＰの含有量（質量％）の比［Ｆｅ］／［
Ｐ］が、２～５の範囲内であることが好ましい。［Ｆｅ］／［Ｐ］の下限値は、より好ま
しくは２．５、さらに好ましくは３．０、［Ｆｅ］／［Ｐ］の上限値は、より好ましくは
４．５、さらに好ましくは４．０である。
【００２３】
　上記銅合金は、必要に応じて、下記（ａ）～（ｃ）に示す合金元素（又は合金元素群）
の１種又は２種以上を、高温加熱及び時効処理後の導電率を損なわない範囲内において含
む。（ａ）Ｓｎ：０．００６～１．１質量％、（ｂ）Ｚｎ：１．５質量％以下、（ｃ）Ｍ
ｎ：０．１質量％以下、Ｍｇ：０．２質量％以下、Ｓｉ：０．２質量％以下、Ａｌ：０．
２質量％以下、Ｃｒ：０．２質量％以下、Ｔｉ：０．１質量％以下、Ｚｒ：０．０５質量
％以下のうち１種又は２種以上を合計で０．５質量％以下。
【００２４】
　Ｓｎは、銅合金の強度を向上させる作用を有する。上記銅合金がＳｎを含む場合、Ｆｅ
、Ｓｎ含有量は、図３に示す点Ａ（０．１，０．００６）、点Ｂ（０．５，０．００６）
、点Ｃ（０．０５，１．１）、点Ｄ（０．０５，０．０５）で囲まれる範囲内（境界線上
を含む）とする。この場合のＦｅ含有量の下限値は、好ましくは０．０７質量％、より好
ましくは０．１５質量％である。また、Ｓｎ含有量の下限値は、好ましくは０．０１質量
％、より好ましくは０．０２質量％、上限値は、好ましくは０．５質量％、より好ましく
は０．４質量％である。
【００２５】
　Ｚｎは、銅合金のはんだ耐熱剥離性及びＳｎめっき耐熱剥離性を改善する作用を有する
。しかし、Ｚｎの含有量が１．５質量％を超えると、はんだ濡れ性が低下し、導電率も低
下するため、Ｚｎの含有量は１．５質量％以下とする。Ｚｎの含有量の上限値は０．７質
量％が好ましく、０．５質量％がより好ましい。一方、耐熱剥離性の改善のためには、Ｚ
ｎの含有量の下限値は０．０１質量％が好ましく、０．０５質量％がより好ましく、０．
１質量％がさらに好ましい。
【００２６】
　Ｍｎ、Ｍｇ、Ｓｉ、Ａｌ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒは、銅合金の強度及び耐熱性を向上させる
作用を有する。Ｍｎ、Ｍｇ、Ｓｉ、Ａｌは、少量含有させても銅合金の導電率を低下させ
ることから、それぞれ上限値を、Ｍｎ：０．１質量％、Ｍｇ：０．２質量％、Ｓｉ：０．
２質量％、Ａｌ：０．２質量％とする。Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒは、数μｍ～数１０μｍ程度の
酸化物系、硫化物系などの介在物を形成しやすく、冷間圧延により前記介在物と母材の間
に隙間ができ、前記介在物が表面に存在したとき銅合金の耐食性を低下させる。従って、
Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒの上限値は、Ｃｒ：０．２質量％、Ｔｉ：０．１質量％、Ｚｒ：０．０
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５質量％とする。また、Ｍｎ、Ｍｇ、Ｓｉ、Ａｌ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒのうち複数種類の元
素が銅合金に含まれ、その合計含有量が０．５質量％を超えると、銅合金の導電率が低下
する。従って、これらの元素の合計含有量は０．５質量％以下とする。一方、これらの元
素の１種又は２種以上の合計含有量の下限値は、好ましくは０．０１質量％、より好まし
くは０．０２質量％、さらに好ましくは０．０３質量％である。
【００２７】
　上記組成の銅合金（条）は、例えば、鋳塊を熱間圧延した後、冷間圧延と熱処理（時効
処理）を１回又は２回以上繰り返すことで製造される。以下の条件で製造した銅合金は、
０．２％耐力が１５０ＭＰａ以上、伸びが５％以上、及び優れた曲げ加工性を有する。ま
た、高温加熱（８５０℃×３０分）後に、４０ＭＰａ以上の０．２％耐力を有し、次いで
時効処理した後、１００ＭＰａ以上の０．２％耐力、５０％ＩＡＣＳ以上（Ｓｎを含む場
合は４５％ＩＡＣＳ以上）の導電率を有するようになる。さらに、高温加熱（８５０℃×
３０分）による結晶粒の粗大化が抑制され、高温加熱後の平均結晶粒径が５０μｍ以下に
抑えられる。
【００２８】
　溶解、鋳造は、連続鋳造、半連続鋳造などの通常の方法によって行うことができる。な
お、銅溶解原料として、Ｓ、Ｐｂ、Ｂｉ、Ｓｅ、Ａｓの含有量の少ないものを使用するこ
とが好ましい。また、銅合金溶湯に被覆する木炭の赤熱化（水分除去）、地金、スクラッ
プ原料、樋、鋳型の乾燥及び溶湯の脱酸等に注意し、Ｏ、Ｈを低減することが好ましい。
　鋳塊に対し均質化処理を行うことが好ましく、均質化処理は、鋳塊内部の温度が８００
℃到達後、３０分以上保持することが好ましい。均質化処理の保持時間は１時間以上がよ
り好ましく、２時間以上がさらに好ましい。
　均質化処理後、熱間圧延を８００℃以上の温度で開始する。熱間圧延材に粗大なＦｅ、
又はＦｅ－Ｐ析出物が形成されないように、熱間圧延は６００℃以上の温度で終了し、そ
の温度から水冷等の方法により急冷することが好ましい。熱間圧延後の急冷開始温度が６
００℃より低いと、粗大なＦｅ－Ｐ析出物が形成され、組織が不均一になりやすく、銅合
金板（製品板）の強度が低下する。
【００２９】
　熱間圧延後は、（ａ）熱間圧延材を製品厚さまで冷間圧延し、時効処理する、（ｂ）熱
間圧延材を冷間圧延及び時効処理し、さらに製品厚さまで冷間圧延する、又は（ｃ）前記
（ｂ）の後に低温焼鈍（延性の回復）を行う。
　時効処理（析出処理）は、加熱温度３００～６００℃程度で０．５～１０時間保持する
条件で行う。この加熱温度が３００℃未満では析出量が少なく、６００℃を超えると析出
物が粗大化しやすい。加熱温度の下限は、好ましくは３５０℃とし、上限は好ましくは５
８０℃とする。時効処理の保持時間は、加熱温度により適宜選択し、０．５～１０時間の
範囲内で行う。この保持時間が０．５時間以下では析出が不十分となり、１０時間を越え
ても析出量が飽和し、生産性が低下する。保持時間の下限は、好ましくは１時間、より好
ましくは２時間とする。
【００３０】
（２）Ｃｕ－Ｆｅ－Ｐ系の別の例として、Ｆｅ：１．０～２．４質量％、Ｐ：０．００５
～０．１質量％以下を含有する銅合金を挙げることができる。この銅合金の基本組成はＦ
ｅ及びＰ以外はＣｕ及び不可避不純物からなり、必要に応じて後述する合金元素を含む。
　この銅合金の場合、高温加熱（ベーパーチャンバーの接合工程）後に時効処理を行うこ
とで、０．２％耐力値が１１０ＭＰａ以上、及び導電率が５０％ＩＡＣＳ以上を達成でき
る。また、高温加熱（ベーパーチャンバーの接合工程）後の平均結晶粒径を５０μｍ以下
に抑えることができる。時効処理は、３５０～６００℃の温度範囲で５分～１０時間保持
する条件が挙げられる。
【００３１】
　この銅合金において、Ｆｅは、Ｆｅ単体又はＰと化合物を形成して析出し、時効処理後
の銅合金板の強度及び導電率を向上させる作用を有する。しかし、Ｆｅ含有量が１．０質
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量％未満では、高温加熱及び時効処理後の０．２％耐力が不足する。一方、Ｆｅ含有量が
２．４質量％を超えると、高温加熱及び時効処理後の強度の向上割合が飽和し、また、溶
解鋳造工程で粗大なＦｅ晶出物が形成され、その後の加工工程で消滅させることが難しい
。粗大なＦｅ晶出物は耐食性、曲げ加工性、めっき性等を低下させる。従って、Ｆｅ含有
量は１．０～２．４質量％とする。Ｆｅ含有量の下限は好ましくは１．２質量％であり、
上限は好ましくは２．２質量％である。
【００３２】
　Ｐは、脱酸作用により銅合金に含まれる酸素量を低減し、放熱部品を水素を含む還元雰
囲気で加熱したときの水素脆性を防止する作用を有する。水素脆化防止のために必要なＰ
含有量は０．００５質量％以上である。また、固溶したＰは銅合金の導電率を低下させる
が、析出温度に加熱することによりＦｅ－Ｐ化合物を形成し、これにより銅合金の強度、
耐熱性、及び導電率が向上する。しかし、Ｐの含有量が０．１質量％を超えると固溶する
Ｐの量が増加し、導電率が低下する。このため、Ｐの含有量は０．００５～０．１質量％
とする。
【００３３】
　上記銅合金は、必要に応じて、下記（ａ）～（ｃ）に示す合金元素（又は合金元素群）
の１種又は２種以上を、高温加熱及び時効処理後の導電率を損なわない範囲内において含
む。（ａ）Ｚｎ：２．０質量％以下、（ｂ）Ｓｎ：０．００５～０．５質量％、（ｃ）Ｍ
ｎ、Ｍｇ、Ｓｉ、Ａｌ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｎｉ、Ｃｏのうち１種又は２種以上を合計で
０．５質量％以下。
　Ｚｎは、前記（１）に記載した銅合金におけるＺｎと同じ理由で、必要に応じて添加さ
れる。Ｚｎの含有量の上限値は０．７質量％が好ましく、０．５質量％がより好ましい。
また、一方、Ｚｎ含有量の下限値は０．０１質量％が好ましく、０．０５質量％がより好
ましく、０．１質量％がさらに好ましい。
【００３４】
　Ｓｎは銅合金母相に固溶して銅合金の強度を向上させる作用を有する。また、Ｓｎの添
加は耐応力緩和特性の向上にも有効である。ベーパチャンバーの使用環境が８０℃又はそ
れ以上となると、筐体にクリ－プ変形が生じてＣＰＵ等の熱源との接触面が小さくなり、
放熱性が低下するが、耐応力緩和特性を向上させることで、この現象を抑制できる。強度
及び耐応力緩和特性の向上の効果を得るため、Ｓｎ含有量は０．００５質量％以上とし、
好ましくは０．０１質量％以上、より好ましくは０．０２質量％以上、さらに好ましくは
０．０５質量％以上とする。一方、Ｓｎの含有量が０．５質量％を超えると、高温加熱及
び時効処理後の銅合金板の導電率が低下する。従って、Ｓｎの含有量は０．５質量％以下
とする。
【００３５】
　Ｍｎ、Ｍｇ、Ｓｉ、Ａｌ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｎｉ、Ｃｏは、銅合金の強度及び耐熱性
を向上させる作用を有するため、これらの１種又は２種以上が必要に応じて添加される。
しかし、これらの元素の１種又は２種以上の合計含有量が０．５質量％を超えると導電率
が低下する。これらの元素の１種又は２種以上の合計含有量の下限値は、好ましくは０．
０１質量％、より好ましくは０．０２質量％、さらに好ましくは０．０３質量％である。
【００３６】
　上記組成の銅合金（条）は、例えば、前記（１）の銅合金と同じ製造方法で製造するこ
とができる。この製造方法で製造した銅合金は、０．２％耐力が１５０ＭＰａ以上、伸び
が５％以上、及び優れた曲げ加工性を有する。また、高温加熱（８５０℃×３０分）後に
、４０ＭＰａ以上の０．２％耐力を有し、次いで時効処理した後、１１０ＭＰａ以上の０
．２％耐力、５０％ＩＡＣＳ以上の導電率を有するようになる。また、高温加熱（８５０
℃×３０分）による結晶粒の粗大化が抑制され、高温加熱後の平均結晶粒径が５０μｍ以
下に抑えられる。
【００３７】
（Ｃｕ－（Ｎｉ，Ｃｏ）－Ｓｉ系）
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　Ｃｕ－（Ｎｉ，Ｃｏ）－Ｓｉ系の銅合金の例として、ＮｉとＣｏの１種又は２種を１．
０～４．０質量％、及びＳｉを０．２～１．２質量％含有し、ＮｉとＣｏの合計含有量と
Ｓｉの含有量の比［Ｎｉ＋Ｃｏ］／［Ｓｉ］が３．５～５の範囲の銅合金を挙げることが
できる。この銅合金の基本組成はＮｉ又は／及びＣｏとＳｉ以外はＣｕ及び不可避不純物
からなり、必要に応じて後述する合金元素を含む。
　この銅合金の場合、高温加熱（ベーパチャンバーの接合工程）後に時効処理を行うこと
で、０．２％耐力値が３００ＭＰａ以上、及び導電率が２５％ＩＡＣＳ以上を達成できる
。時効処理は、３５０～６００℃の温度範囲で５分～１０時間保持する条件が挙げられる
。
【００３８】
　この銅合金において、Ｎｉ及びＳｉは、Ｎｉ２Ｓｉ析出物を生成し、銅合金の強度を向
上させる。しかし、Ｎｉ含有量が１．０質量％未満又はＳｉ含有量が０．２質量％未満で
は、その効果が少ない。一方、Ｎｉ含有量が４．０質量％を超え又はＳｉ含有量が１．２
質量％を超えると、鋳造時にＮｉ又はＳｉが晶出又は析出し、熱間加工性が低下する。従
って、Ｎｉ含有量は１．０～４．０質量％、Ｓｉ含有量は０．２～１．２質量％とする。
Ｎｉ含有量の下限値は、好ましくは１．１質量％、上限値は好ましくは３．９質量％であ
る。
　この銅合金において、Ｎｉの一部又は全部をＣｏに代えることができる。
　いずれにしても、ＮｉとＣｏの合計含有量［Ｎｉ＋Ｃｏ］とＳｉ含有量［Ｓｉ］の比［
Ｎｉ＋Ｃｏ］／［Ｓｉ］が３．５未満又は５を超える場合、過剰となったＮｉ（及び／又
はＣｏ）又はＳｉが固溶して、導電率が低下する。従って、前記含有量比［Ｎｉ＋Ｃｏ］
／［Ｓｉ］は３．５～５とする。
【００３９】
　上記銅合金は、必要に応じて、下記（ａ）～（ｃ）に示す合金元素（又は合金元素群）
の１種又は２種以上を、高温加熱及び時効処理後の導電率を損なわない範囲内において含
む。（ａ）Ｓｎ：０．００５～１．０質量％又は／及びＭｇ：０．００５～０．２質量％
、（ｂ）Ｚｎ：２．０質量％、（ｃ）Ａｌ、Ｍｎ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｆｅ、Ｐ、Ａｇの
うち１種又は２種以上を合計で０．５質量％以下。
【００４０】
　Ｓｎは銅合金母相に固溶して銅合金の強度を向上させる作用を有する。また、Ｓｎの添
加は耐応力緩和特性の向上にも有効である。ベーパチャンバーの使用環境が８０℃又はそ
れ以上となると、筐体にクリ－プ変形が生じてＣＰＵ等の熱源との接触面が小さくなり、
放熱性が低下するが、耐応力緩和特性を向上させることで、この現象を抑制できる。強度
及び耐応力緩和特性の向上の効果を得るため、Ｓｎ含有量は０．００５質量％以上とし、
好ましくは０．０１質量％以上、より好ましくは０．０２質量％以上とする。一方、Ｓｎ
含有量が１．０質量％を超えると、銅合金板の曲げ加工性を低下させ、かつ時効処理後の
導電率を低下させる。従って、Ｓｎ含有量は１．０質量％以下とし、好ましくは０．６質
量％以下、より好ましくは０．３質量％以下とする。
【００４１】
　Ｍｇは、Ｓｎと同様に、銅合金母相に固溶して銅合金の強度及び耐応力緩和特性を向上
させる作用を有する。強度及び耐応力緩和特性の向上の効果を得るため、Ｍｇ含有量は０
．００５質量％以上とする。一方、Ｍｇ含有量が０．２質量％を超えると、銅合金の曲げ
加工性を低下させ、かつ時効処理後の導電率を低下させる。従って、Ｍｇ含有量は０．２
質量％以下とし、好ましくは０．１５質量％以下、より好ましくは０．０５質量％以下と
する。
【００４２】
　Ｚｎは、銅合金のはんだ耐熱剥離性及びＳｎめっき耐熱剥離性を改善する作用を有する
。しかし、Ｚｎの含有量が２．０質量％を越えると、はんだ濡れ性が低下するため、Ｚｎ
の含有量は２．０質量％以下とする。Ｚｎの含有量の上限値は０．７質量％以下が好まし
く、０．５質量％以下がより好ましい。一方、Ｚｎ含有量が０．０１質量％未満では、耐
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熱剥離性の改善には不十分であり、Ｚｎの含有量は０．０１質量％以上であることが好ま
しい。Ｚｎ含有量の下限値は０．０５質量％がより好ましく、０．１質量％がさらに好ま
しい。
【００４３】
　Ａｌ、Ｍｎ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｆｅ、Ｐ、Ａｇは、銅合金の強度及び耐熱性を向上さ
せる作用を有する。しかし、これらの元素の１種又は２種以上の合計含有量が０．５質量
％を超えると導電率が低下する。これらの元素の１種又は２種以上の合計含有量の下限値
は、好ましくは０．０１質量％、より好ましくは０．０２質量％、さらに好ましくは０．
０３質量％である。
【００４４】
　上記組成の銅合金（条）は、標準的な製造方法として、鋳塊を均熱処理し、熱間圧延し
た後、冷間圧延、溶体化を伴う再結晶処理、冷間圧延、析出処理の工程で製造される。以
下の条件で製造した銅合金は、０．２％耐力が３００ＭＰａ以上で、優れた曲げ加工性を
有する。また、高温加熱（８５０℃×３０分）後に時効処理を行うことで、３００ＭＰａ
以上の０．２％耐力、２５％ＩＡＣＳ以上の導電率を有するようになる。
【００４５】
　溶解、鋳造及び均質化処理は、Ｃｕ－Ｆｅ－Ｐ系の銅合金と同様に行われる。
　均質化処理後、熱間圧延を８００℃以上の温度で開始する。熱間圧延材に粗大な（Ｎｉ
，Ｃｏ）－Ｓｉ析出物が形成されないように、熱間圧延は６００℃以上の温度で終了し、
その温度から水冷等の方法により急冷することが好ましい。熱間圧延後の急冷開始温度が
６００℃より低いと、粗大な（Ｎｉ，Ｃｏ）－Ｓｉ析出物が形成され、組織が不均一にな
りやすく、銅合金（製品条）の強度が低下する。　
【００４６】
　熱間圧延後の冷間圧延により、銅合金に一定の歪みを加えることで、続く再結晶処理後
に、所望の再結晶組織（微細な再結晶組織）を有する銅合金が得られる。この冷間圧延の
加工率は、５～３５％とすることが好ましい。
　溶体化を伴う再結晶処理は、６５０～９５０℃、好ましくは６７０～９００℃で３分以
下の保持の条件で行う。銅合金中のＮｉ、Ｃｏ、Ｓｉの含有量が少ない場合は，上記温度
範囲内のより低温領域で、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｓｉの含有量が多い場合は、上記温度範囲内のよ
り高温領域で行うことが好ましい。この再結晶処理により、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｓｉを銅合金母
材に固溶させると共に、曲げ加工性が良好となる再結晶組織（結晶粒径が１～２０μｍ）
を形成することができる。この再結晶処理の温度が６５０℃より低いと、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｓ
ｉの固溶量が少なくなり、強度が低下する。一方、再結晶処理の温度が９５０℃を超え又
は処理時間が３分を超えると、再結晶粒が粗大化する。
【００４７】
　溶体化を伴う再結晶処理後は、（ａ）冷間圧延及び時効処理する、（ｂ）冷間圧延及び
時効処理後、さらに製品厚さまで冷間圧延する、又は（ｃ）前記（ｂ）の後に低温焼鈍（
延性の回復）を行う。時効処理（析出処理）は、Ｃｕ－Ｆｅ－Ｐ系の銅合金と同様の条件
で行えばよい。
【００４８】
（Ｃｕ－（Ｎｉ，Ｃｏ）－Ｐ系）
　Ｃｕ－（Ｎｉ，Ｃｏ）－Ｐ系の銅合金の例として、Ｎｉ：０．２～１．０質量％又は／
及びＣｏ：０．０５～１．０質量％と、Ｐ：０．０３～０．２質量％を含有する銅合金を
挙げることができる。この銅合金の基本組成はＮｉ又は／及びＣｏとＰ以外はＣｕ及び不
可避不純物からなり、必要に応じてＦｅ及び後述するその他の合金元素を含む。この銅合
金において、Ｎｉ、Ｃｏ及びＦｅの合計含有量［Ｎｉ+Ｃｏ＋Ｆｅ］は０．３～１．０質
量％の範囲であり、Ｎｉ、Ｃｏ及びＦｅの合計含有量とＰの含有量との比［Ｎｉ+Ｃｏ＋
Ｆｅ］／［Ｐ］が２～１０の範囲である。
　この銅合金の場合、高温加熱（ベーパチャンバーの接合工程）後に時効処理を行うこと
で、０．２％耐力値が１２０ＭＰａ以上、導電率が４０％ＩＡＣＳ以上を達成できる。時
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効処理は、３５０～６００℃の温度範囲で５分～１０時間保持する条件が挙げられる。
【００４９】
　Ｎｉ、Ｃｏ、Ｆｅは、Ｐとの間にＰ化合物（（Ｎｉ，Ｃｏ，Ｆｅ）－Ｐ化合物）を生成
し、銅合金の強度や耐応力緩和特性を向上させる。なお、上記（Ｎｉ，Ｃｏ，Ｆｅ）－Ｐ
化合物には、Ｎｉ－Ｐ、Ｃｏ－Ｐ、Ｆｅ－Ｐ、及びＦｅ，Ｎｉ、Ｃｏのうち２種以上を含
むＭ－Ｐ化合物が含まれる。
　Ｎｉ、Ｃｏ、Ｆｅの合計含有量［Ｎｉ＋Ｃｏ＋Ｆｅ］が０．３質量％未満、又はＰ含有
量が０．０３質量％未満では、Ｐ化合物の析出量が少なく、銅合金の強度や耐応力緩和特
性を向上させる効果が少ない。一方、［Ｎｉ＋Ｃｏ＋Ｆｅ］が１．０質量％を超え又はＰ
含有量［Ｐ］が０．２質量％を超えると、粗大な酸化物、晶出物、析出物などが生成して
熱間加工性が低下し、かつ銅合金の強度、耐応力緩和特性、曲げ加工性が低下する。また
、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｆｅ、Ｐの固溶量が増え、銅合金の導電率が低下する。従って、［Ｎｉ＋
Ｃｏ＋Ｆｅ］は０．３～１．０質量％、Ｐ含有量は０．０３～０．２質量％とする
【００５０】
　また、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｆｅの個々の含有量が、それぞれ０．２質量％未満、０．０５質量
％未満、０．０５質量％未満の場合、銅合金板の強度や耐応力緩和特性を向上させる効果
が少ない。従って、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｆｅの含有量の下限値は、それぞれ０．２質量％、０．
０５質量％、０．０５質量％とする。
　Ｎｉ、Ｃｏ及びＦｅの合計含有量とＰ含有量の比［Ｎｉ+Ｃｏ＋Ｆｅ］／［Ｐ］が、２
未満又は１０を超える場合、過剰となったＮｉ、Ｃｏ、Ｆｅ又はＰが固溶して、導電率が
低下する。従って、含有量比［Ｎｉ+Ｃｏ＋Ｆｅ］／［Ｐ］は２～１０とする。［Ｎｉ+Ｃ
ｏ＋Ｆｅ］／［Ｐ］の下限値は好ましくは２．２、上限値は好ましくは９．５である。
【００５１】
　上記銅合金は、必要に応じて、下記（ａ）～（ｃ）に示す合金元素（又は合金元素群）
の１種又は２種以上を、高温加熱及び時効処理後の導電率を損なわない範囲内において含
む。（ａ）Ｓｎ：０．００５～１．０質量％又は／及びＭｇ：０．００５～０．２質量％
、（ｂ）Ｚｎ：１．０質量％以下、（ｃ）Ｓｉ、Ａｌ、Ｍｎ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ａｇの
うち１種又は２種以上を合計で０．５質量％以下。
【００５２】
　Ｓｎは銅合金母相に固溶して銅合金の強度を向上させる作用を有する。また、Ｓｎの添
加は耐応力緩和特性の向上にも有効である。ベーパーチャンバーの使用環境が８０℃又は
それ以上となると、筐体にクリ－プ変形が生じてＣＰＵ等の熱源との接触面が小さくなり
、放熱性が低下するが、耐応力緩和特性を向上させることで、この現象を抑制できる。強
度及び耐応力緩和特性の向上の効果を得るため、Ｓｎ含有量は０．００５質量％以上とし
、好ましくは０．０１質量％以上、より好ましくは０．０２質量％以上とする。一方、Ｓ
ｎ含有量が１．０質量％を超えると、銅合金板の曲げ加工性を低下させ、かつ時効処理後
の導電率を低下させる。従って、Ｓｎ含有量は１．０質量％以下とし、好ましくは０．６
質量％以下、より好ましくは０．３質量％以下とする。
【００５３】
　Ｍｇは、Ｓｎと同様に、銅合金母相に固溶して銅合金の強度及び耐応力緩和特性を向上
させる作用を有する。強度及び耐応力緩和特性の向上の効果を得るため、Ｍｇ含有量は０
．００５質量％以上とする。一方、Ｍｇ含有量が０．２質量％を超えると、銅合金板の曲
げ加工性を低下させ、かつ時効処理後の導電率を低下させる。従って、Ｍｇ含有量は０．
２質量％以下とし、好ましくは０．１５質量％以下、より好ましくは０．０５質量％以下
とする。
【００５４】
　Ｚｎは、銅合金のはんだ耐熱剥離性及びＳｎめっき耐熱剥離性を改善する作用を有する
。しかし、Ｚｎの含有量が１．０質量％を越えると、はんだ濡れ性が低下するため、Ｚｎ
の含有量は１．０質量％以下とする。Ｚｎの含有量は０．７質量％以下が好ましく、０．
５質量％以下がより好ましい。一方、Ｚｎ含有量が０．０１質量％未満では、耐熱剥離性
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の改善には不十分であり、Ｚｎの含有量は０．０１質量％以上であることが好ましい。Ｚ
ｎ含有量は０．０５質量％以上がより好ましく、０．１質量％以上がさらに好ましい。
　Ｓｉ、Ａｌ、Ｍｎ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ａｇは、銅合金の強度及び耐熱性を向上させる
作用を有する。しかし、これらの元素の含有量が多いと銅合金の導電率が低下するため、
これらの元素の１種又は２種以上の合計含有量は０．５質量％以下に制限される。これら
の元素の１種又は２種以上の合計含有量の下限値は、好ましくは０．０１質量％、より好
ましくは０．０２質量％、さらに好ましくは０．０３質量％である。
【００５５】
　上記組成の銅合金（条）は、標準的な製造方法として、鋳塊を均熱処理し、熱間圧延し
た後、冷間圧延、溶体化を伴う再結晶処理、冷間圧延、析出処理の工程で製造される。各
工程の条件は、Ｃｕ－（Ｎｉ，Ｃｏ）－Ｓｉ系の銅合金と同様の条件で行えばよい。この
条件で製造した銅合金は、０．２％耐力が３００ＭＰａ以上で、優れた曲げ加工性を有す
る。また、高温加熱（８５０℃×３０分）後に時効処理を行うことで、１２０ＭＰａ以上
の０．２％耐力、４０％ＩＡＣＳ以上の導電率を有するようになる。
【００５６】
（Ｃｕ－Ｃｒ系）
　Ｃｕ－Ｃｒ系の銅合金の例として、Ｃｒ：０．１５～０．６質量％を含み、Ｓｉ：０．
００５～０．１５質量％とＴｉ：０．００５～０．１５質量％の１種又は２種を合計で０
．０１～０．３質量％含む銅合金を挙げることができる。この銅合金の基本組成はＣｒと
、Ｓｉ又は／及びＴｉ以外はＣｕ及び不可避不純物からなり、必要に応じて後述する合金
元素を含む。
　この銅合金は、高温加熱（ベーパーチャンバーの接合工程）後に塑性加工を行うことな
く時効処理を行った場合、強度と導電率を回復させることができるが、その回復量は前述
の析出硬化型銅合金より小さい。それでも、０．２％耐力値が６０ＭＰａ以上、及び導電
率が４５％ＩＡＣＳ以上を達成できる。一方、Ｃｒ、Ｓｉ、Ｔｉ等を含む析出粒子は高温
加熱において残存するものがあり、これが２次再結晶による結晶粒の粗大化を抑制し、結
晶粒の粗大化が抑えられる。このため、この銅合金は、高温加熱（ベーパーチャンバーの
接合工程）後の平均結晶粒径を５０μｍ以下に抑えることができる。なお、高温加熱後は
急冷（水冷等）することが好ましい。時効処理は、３５０～５５０℃の温度範囲で５分～
１０時間保持する条件が挙げられる。
【００５７】
　この銅合金において、Ｃｒは銅合金母相中にＣｒ、Ｃｒ－Ｓｉ化合物又はＣｒ－Ｔｉ－
Ｓｉ化合物として析出し、時効処理後の銅合金の強度と導電率を向上させる。また、Ｃｒ
は、７００℃以上の温度においてもＣｕ中への固溶量が小さく、高温加熱（ベーパチャン
バの接合工程）において結晶粒の粗大化を防止することができる。しかし、Ｃｒ含有量が
０．１５質量％未満では前記効果が不足する。一方、Ｃｒ含有量が０．６質量％を超える
と、粗大なＣｒやＣｒ化合物が発生し、銅合金の曲げ加工性を低下させる。従って、Ｃｒ
含有量は０．１５～０．６質量％とする。Ｃｒの下限値は好ましくは０．２質量％であり
、より好ましくは０．２５質量％である。また、Ｃｒの上限値は好ましくは０．５％であ
り、より好ましくは０．４５質量％である。なお、８５０℃以上の高温で結晶粒の粗大化
を有効に防止するには、Ｃｒの含有量は０．２５質量％以上であることが好ましい。
【００５８】
　ＳｉとＴｉは、銅合金母相中にＣｒ－Ｓｉ化合物又はＣｒ－Ｔｉ－Ｓｉ化合物として析
出し、銅合金の強度と導電率を向上させる。また、銅合金の耐熱性を向上させ、高温加熱
（ベーパチャンバの接合工程）時の結晶粒の粗大化を防止することができる。しかし、Ｓ
ｉ含有量が０．００５質量％未満、Ｔｉ含有量が０．００５質量％未満、又はＳｉとＴｉ
の合計含有量が０．０１質量％未満では前記効果が少ない。一方、Ｓｉ又はＴｉの含有量
が０．１５質量％を超え、又はＳｉとＴｉの合計含有量が０．３質量％を超えると、銅合
金母材中に粗大なＣｒ－Ｓｉ化合物又はＣｒ－Ｔｉ－Ｓｉ化合物が増加し、曲げ加工性を
低下させる。従って、Ｓｉ含有量は０．００５～０．１５質量％、Ｔｉ含有量は０．００
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５～０．１５質量％、ＳｉとＴｉの合計含有量は０．０１～０．３質量％の範囲とする。
Ｓｉ含有量とＴｉ含有量の下限値はそれぞれ０．０１％が好ましく、上限値はそれぞれ０
．１質量％が好ましい。
【００５９】
　上記銅合金は、必要に応じて、Ｚｎ、Ｍｇ、Ｍｎ、Ａｌ、Ａｇ、Ｎｉ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｐ
の１種又は２種以上を、０．０１～０．３質量％の範囲で含む。これらの元素は銅合金の
強度を向上させるが、合計含有量が０．０１質量％未満ではその効果が十分でなく、また
０．３質量％を超えると導電率が低下する。従って、これらの元素の１種又は２種以上の
合計含有量は０．０１～０．３質量％とする。
【００６０】
　上記組成の銅合金（条）は、鋳塊を均質化処理及び熱間圧延後、冷間圧延、さらに時効
処理を行うことで製造される。以下の条件で製造した銅合金は、０．２％耐力が３００Ｍ
Ｐａ以上、伸びが５％以上、及び優れた曲げ加工性を有する。また、高温加熱（８５０℃
×３０分）後に、４０ＭＰａ以上の０．２％耐力を有し、次いで時効処理した後、６０Ｍ
Ｐａ以上の０．２％耐力、４５％ＩＡＣＳ以上の導電率を有するようになる。さらに、高
温加熱（８５０℃×３０分）による結晶粒の粗大化が抑制され、高温加熱後の平均結晶粒
径が５０μｍ以下に抑えられる。
【００６１】
　均質化処理は、８００～１０００℃の温度に１～１０時間保持する条件で行う。
　均質化処理後、熱間圧延を８００℃以上の温度で開始し、加工率は５０～９０％程度と
し、７００℃以上から水冷等の方法により急冷する。　
　熱間圧延後の冷間圧延は、加工率５０～９９％で行う。
　時効処理は３５０～５５０℃の温度に３０分～１０時間保持する条件で行う。
　時効処理後、必要に応じて、加工率５～３０％の冷間圧延、続いて歪み取り焼鈍を行っ
てもよい。
　また、上記工程の熱間圧延後の冷間圧延と時効処理の間に、必要に応じて、溶体化処理
と冷間圧延を挟むことができる。この場合、熱間圧延後の冷間圧延は加工率５０～９５％
で行い、溶体化処理は７００～９００℃の温度に５秒～３分保持する条件で行い、続く冷
間圧延を加工率５０～９５％で行うことが好ましい。
【００６２】
（Ｃｕ－Ｃｒ－Ｚｒ系）
　Ｃｕ－Ｃｒ－Ｚｒ系の銅合金の例として、Ｃｒ：０．１５～０．６質量％及びＺｒ：０
．００５～０．１５質量％を含む銅合金を挙げることができる。この銅合金の基本組成は
ＣｒとＺｒ以外はＣｕ及び不可避不純物からなり、必要に応じて後述する合金元素を含む
。
　この銅合金は、先に挙げたＣｕ－Ｃｒ系の銅合金と同様に、高温加熱（ベーパーチャン
バーの接合工程）後に塑性加工を行うことなく時効処理を行った場合、強度と導電率を回
復させることができるが、その回復量は前述の他の析出硬化型銅合金より小さい。それで
も、０．２％耐力値が６０ＭＰａ以上、及び導電率が４５％ＩＡＣＳ以上を達成できる。
一方、Ｃｒ、Ｚｒ等を含む析出粒子は高温加熱において残存するものがあり、これが２次
再結晶による結晶粒の粗大化を抑制し、結晶粒の粗大化が抑えられる。このため、この銅
合金は、高温加熱（ベーパーチャンバーの接合工程）後の平均結晶粒径を５０μｍ以下に
抑えることができる。なお、高温加熱後は急冷（水冷等）することが好ましい。時効処理
は、３５０～５５０℃の温度範囲で５分～１０時間保持する条件が挙げられる。
【００６３】
　この銅合金において、Ｃｒの添加理由は、先に挙げたＣｕ－Ｃｒ系の銅合金と同様であ
る。
　Ｚｒは、銅合金母相中にＺｒ－Ｃｕ化合物として析出し、銅合金の強度と導電率を向上
させる。また、ＺｒのＣｕへの固溶量は非常に小さいことから、高温加熱（ベーパチャン
バの接合工程）時の結晶粒の粗大化を防止することができる。しかし、Ｚｒ含有量が０．
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００５質量％未満では前記効果が少ない。一方、Ｚｒの含有量が０．１５質量％を超える
と、粗大なＺｒ化合物が発生し、曲げ加工性を低下させる。従って、Ｚｒの含有量は０．
００５～０．１５質量％とする。Ｚｒの下限値は好ましくは０．０１質量％、より好まし
くは０．０１５質量％である。Ｚｒの上限値は好ましくは０．１質量％、より好ましくは
０．０８質量％である。なお、８５０℃以上の温度で結晶粒の粗大化を有効に防止するに
は、Ｚｒの含有量を０．０１５質量％以上とすることが望ましい。
【００６４】
　上記銅合金は、必要に応じて、下記（ａ），（ｂ）に示す合金元素（又は合金元素群）
の１種又は２種以上を、高温加熱及び時効処理後の導電率を損なわない範囲内において含
む。（ａ）Ｓｉ：０．００５～０．１５質量％とＴｉ：０．００５～０．１５質量％の１
種又は２種を合計で０．０１～０．３質量％、（ｂ）Ｚｎ、Ｍｇ、Ｍｎ、Ａｌ、Ａｇ、Ｎ
ｉ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｓｉ、Ｐより選択する１種又は２種以上の元素を合計０．０１～０．３
質量％。
【００６５】
　上記組成の銅合金（条）は、先に挙げたＣｕ－Ｃｒ系の銅合金と同様の工程及び条件で
で製造することができ、０．２％耐力が３００ＭＰａ以上、伸びが５％以上、及び優れた
曲げ加工性を有する。また、高温加熱（８５０℃×３０分）後に、４０ＭＰａ以上の０．
２％耐力を有し、次いで時効処理した後、６０ＭＰａ以上の０．２％耐力、４５％ＩＡＣ
Ｓ以上の導電率を有するようになる。さらに、高温加熱（８５０℃×３０分）による結晶
粒の粗大化が抑制され、高温加熱後の平均結晶粒径が５０μｍ以下に抑えられる。
【実施例１】
【００６６】
　表１に示す銅合金を鋳造し、それぞれ先に説明した製造方法で厚さ０．４０ｍｍの銅合
金条を製造した。表1において、Ｎｏ．１，２はＣｕ－Ｆｅ－Ｐ系、Ｎｏ．３～５はＣｕ
－（Ｎｉ，Ｃｏ）－Ｓｉ系、Ｎｏ．６はＣｕ－（Ｎｉ，Ｃｏ）－Ｐ系、Ｎｏ．７はＣｕ－
Ｃｒ系、Ｎｏ．８はＣｕ－Ｃｒ－Ｚｒ系、Ｎｏ．９は従来例のＯＦＣ（Ｏｘｙｇｅｎ－Ｆ
ｒｅｅ　Ｃｏｐｐｅｒ）である。
　製造した各銅合金条を供試材として、下記要領で０．２％耐力、伸び及び導電率を測定
した。
　製造した各銅合金条から採取した板に対し、ベーパチャンバーの接合工程における加熱
に相当する８５０℃×３０分間の加熱後水冷した。水冷後の板を供試材として、同じ要領
で０．２％耐力及び導電率を測定した。
　また、製造した各銅合金条から採取した板に対し、ベーパチャンバーの接合工程におけ
る加熱に相当する８５０℃×３０分間の加熱後水冷し、続いて５００℃×２時間の時効処
理（析出硬化処理）を施した。時効処理後の板を供試材として、同じ要領で０．２％耐力
及び導電率を測定し、また下記要領で平均結晶粒径を測定した。
　以上の結果を表２に示す。
【００６７】
（０．２％耐力、伸びの測定）
　各供試材から、長手方向が圧延平行方向となるようにＪＩＳ５号引張り試験片を切り出
し、ＪＩＳ－Ｚ２２４１に準拠して引張り試験を実施して、耐力と伸びを測定した。耐力
は永久伸び０．２％に相当する引張強さである。
（導電率の測定）
　導電率の測定は，ＪＩＳ－Ｈ０５０５に規定されている非鉄金属材料導電率測定法に準
拠し，ダブルブリッジを用いた四端子法で行った。
（平均結晶粒径の測定）
　供試材の板表面を観察し、光学顕微鏡で組織写真を取得した。平均結晶粒径の測定は切
断法を用い、線分の方向を圧延方向に平行方向とし、１本あたりの長さ２５０μｍの線分
を組織写真上に４本引き、それぞれの線分に対して求めた結晶粒度の加算平均を平均結晶
粒径とした。
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【表１】

【００６９】
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【表２】

【００７０】
　表１，２をみると、従来例のＯＦＣであるＮｏ．９は、ベーパチャンバーの接合工程に
相当する８５０℃×３０分の加熱後の０．２％耐力が３８ＭＰａとなり、軟化が激しい。
また、時効処理に相当する５００℃×２時間の加熱後の０．２％耐力も３８ＭＰａであり
、０．２％耐力が回復していない。さらに結晶粒が粗大化しており、板厚を貫通する粒界
が存在する可能性が推測できる。
　これに対し、Ｎｏ．１～８は析出硬化型銅合金であり、８５０℃×３０分の加熱により
軟化したが、それでも０．２％耐力はいずれも５０ＭＰａを超えている。また、５００℃
×２時間の加熱により０．２％耐力及び導電率が回復し、特に０．２％耐力はＮｏ．９の
２倍以上の値を示す。結晶粒の粗大化も抑制され、平均結晶粒径はいずれもＮｏ．９より
小さく、特にＮｏ．１，２，７，８は、平均結晶粒径が顕著に小さい。
【実施例２】
【００７１】
　表１のＮｏ．１，３，６，９に示す組成の銅合金を鋳造し、それぞれ先に説明した製造
方法で厚さ１．０ｍｍの銅合金条を製造した。製造した銅合金条を供試材とし、下記要領
で高温時の０．２％耐力を測定した。その結果を表３に示す。なお、表３のＮｏ．１Ａ，
３Ａ，６Ａ，９Ａは、板厚１．０ｍｍで、合金組成がそれぞれ表１のＮｏ．１，３，６，
９の組成と一致する銅合金条を意味する。
（高温時の０．２％耐力の測定）
　供試材から長手方向が圧延平行方向となるようにＪＩＳ５号引張り試験片を切り出し、
表３に示す各温度に３０分保持後、同温度においてＪＩＳＺ２２４１の規定に準拠して引
張試験を行い、０．２％耐力を測定した。試験雰囲気はＡｒ気流中とし、試験片の酸化を
防止した。
【００７２】
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【表３】

【００７３】
　表３をみると、従来例のＮｏ．９Ａの０．２％耐力は、７００℃以上で非常に低くなっ
ている。これに対し、析出硬化型銅合金のＮｏ．１Ａ，３Ａ，６Ａの０．２％耐力は、７
００℃でＮｏ．９の５倍以上、８００℃でＮｏ．９の２倍以上、９００℃でもＮｏ．９よ
り大きく、高温において強度が比較的高く、ベーパチャンバーの接合工程における加熱で
変形しにくいことが分かる。
【符号の説明】
【００７４】
２　上板部材
３　下板部材
【図１】 【図２】
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